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両首脳の初めての会談に当たり、私たちは、米日両国の間の強固な同盟関係を維持しようとのお
二人の共通のコミットメントに歓迎の意を表します。お二人の核兵器に関する公のステートメント
は、核兵器が今日の世界においてますますマイナス要因となっているとの理解をお二人が持ってお
られることを表しています。お二人のリーダーシップによって、両国は、米日同盟における核兵器
の役割の重要性を減じる未来志向的政策を採用することができます。
従って、私たちは、お二人に、核兵器の唯一の役割は、他国による核兵器の使用を抑止し、必要

な場合には、これに応じることにあると確認するよう要請します。鳩山首相と岡田克也外相がこの
立場を公に支持されていることに敬意を表します。この政策は、米国の安全保障戦略における核兵
器の役割を減じ、他国にもそうするよう要請するとのオバマ大統領のプラハでの演説と合致したも
のとなります。
米国の政策におけるこのような変更は、核兵器国が行った核兵器を持たない国には核兵器を使用

しないとする「消極的安全保証（ＮＳＡ＝消極的安全保障）」を補強することによって、核不拡散
条約（ＮＰＴ）̶̶両国の目標̶̶を強化することにもなります。また、核兵器を取得しようとす
る国が増える誘因を減らすことにもなります。
日本は、米国の傘に依存し続けることになりますが、この新しい米国の政策は、核兵器に関する

日本自身の政策、そして日本の人々の考えにより合致したものとなります。日本国民は、日本の非
核三原則を圧倒的に支持しています。佐藤栄作元首相（ノーベル平和賞受賞者）が言明し、1971年
に日本の国会で採択されたこれらの三原則は、日本は核兵器を作らない、持たない、持ち込ませな
いと述べています。
米国政府は、現在、米国の核政策について包括的な見直し作業を行っていますが、その中でこの

問題に関する日本の見解が重要な要因となっています。一部の日本の官僚は、現状維持を望み、米
国の核政策におけるこのような変化は、米国による安全の保証についての日本の確信を損なうこと
になると主張しています。一部の米国人もまた、冷戦的思考にとらわれたままで、このような日本
側の懸念を引き合いに出して、米国の政策を変えることに反対し、政策を変更すれば、日本が自分
たちの核兵器を作ることになる恐れがあると主張しています。これらのインサイダーの考えが、両
国を、そして、世界をより安全にする変化の障害になってはなりません。
私たちは、鳩山首相に対し、米国の核兵器の唯一の目的は他国によるこれらの兵器の使用を抑止

することにあるとする米国の新しい政策に対する支持を再確認するよう求めます。私たちは、オバ
マ大統領に対し、オバマ政権における核政策の見直しに個人的に関わり、この立場を米国の公式の
政策とするよう求めます。
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